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地球温暖化が進んでいることはもはや疑う余地がありません。そして、気候変動に関す
る政府間パネル（IPCC）* の最新の報告書によれば、私たち人間の活動が温暖化の要因
である可能性が「極めて高い」ことが指摘されています。
温暖化によって私たちは、かつて経験したことのないような気候の変化に直面していま
す。極端な高温や強い台風などの異常気象が各地で発生し、私たち人間の生命や財産
に甚大な被害をもたらしたり、生物を絶滅の危険にさらしたりしているのです。

第1章 地球温暖化　 世界が直面する異変

第１章●地球温暖化ーー世界が直面する異変

■世界各地の異常気象例c o n t e n t s
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＊IPCC：Intergovernmental Panel on Climate Change　
1988 年に世界気象機関（WMO）と国連環境計画 （UNEP）により設立された政府間機関。
2013年から2014年にかけて最新の第5次評価報告書（AR5）を公表した。

サイクロン(2008年5月）
ミャンマーでは、5 月初めに
サイクロン「ナルギス」が上
陸し、大雨や高潮などによ
り 13 万人以上が死亡した
と伝えられた。

異常高温(2010年6〜8月）
ロシア西部及びその周辺にかけて
異常高温と異常少雨に見舞われ
た。特にロシア西部では、熱波・
干ばつによる森林火災で 40 人以
上が死亡したと伝えられたほか、
干ばつによって小麦の生産に大き
な被害をもたらした。

異常高温（2007年4〜8月)
4 月にヨーロッパ西部で異常
高温となった。また、6 〜 7
月には南東部が熱波に襲わ
れ、300 人以上が死亡したほ
か、森林火災が発生して大き
な被害をもたらした。

干ばつ（2011年1〜9月)
ソマリアなどアフリカ東部
では、過去 60 年で最悪の
干ばつで 1000 万人以上
が影響を受けていると伝え
られた。
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地球温暖化　 世界が直面する異変

STOP THE 温暖化2015

大雨・洪水 異常高温 干ばつ極端現象

　近年、世界中で極端な気象現象が観測されています。強
い台風やハリケーン、集中豪雨、干ばつや熱波などの異常
気象による災害が各地で発生し、多数の死者を出したり、農
作物に甚大な被害をもたらしたりといったことが毎年のように
報告されています。
　2013 年 11 月にフィリピンに上陸した台風第 30 号（ハ
イエン）によって 6200 人以上が死亡したと伝えられていま

す。日本においても、2014 年 8 月に広島市三入で最大 1
時間降水量 101mmという観測史上最高の降水量を記録
し、大きな被害をもたらしたことは記憶に新しいところです。
　IPCC の 第 5 次評価報告書（AR5）は、今後、世界
平均気温が上昇するにつれて、極端な高温がもっと増えるこ
とはほぼ確実であり、熱帯や中緯度地域で大雨の頻度が増
す可能性が非常に高いと指摘しています。

世界で多発する「異常気象」

南アメリカ

北アメリカ

アジア

オーストラリア

（出典1を基に作成）

干ばつ（2013年〜2014年）
米国カリフォルニア州では少雨の状
態が続き、ロサンゼルス近郊では森
林火災が発生、1300 ヘクタールを
焼き尽くしたほか、深刻な農業被害
が伝えられた。2013年1月〜2014
年 3 月までの 15 カ月間の降水量は、
サンフランシスコで平年比 29％、ロ
サンゼルスで同 33％となった。

大雨（2011年1月）
ブラジル南東部のリオデジャネイロ
州では、1 月中旬に山間部を中心に
集中豪雨に見舞われ、洪水や地滑り
による被害が発生。800 人以上が死
亡したと伝えられた。

大雨（2014年8月）
西日本から東日本にかけて
激しい大雨に見舞われ、土
砂災害などにより全国で
80人以上が死亡した。西日
本太平洋側の月降水量は
平年比 301％となり、8 月
としては 1946 年の統計開
始以来、最も多くなった。

台風(2013年11月）
フィリピンでは台風第 30
号によって 1200 万人以上
が影響を受け、6200 人以
上が死亡、1700 人以上が
行方不明と伝えられた。

オーストラリアでは2006年後半
の降水量が史上最低水準となり、
小麦の収穫量は 2005 年の 4 割
弱に落ち込んだ。2007 年も引
き続き干ばつに見舞われ、農作
物に大きな被害をもたらした。

干ばつ（2006年後半、
2007年7月〜10月）

ハリケーン（2005年8月）
米国南部にハリケーン「カト
リーナ」が上陸、1700 人以
上が死亡した。また、3 兆円
の経済損失をもたらしたと伝
えられた。

西日本の夏平均気温が過去最高（1946
年の統計開始以降）となり、九州南部・
奄美地方の７月の降水量が平年比 11％
と過去最少となった。一方で、日本海側
の地方を中心に多雨に見舞われ、東北
地方の７月の降水量が平年比 182％と
過去最多となった。山口県、島根県、秋
田県、岩手県の一部地域では、過去に
経験したことのない豪雨に見舞われた。

（異常高温／大雨／少雨、
2013年6〜8月）極端現象



■「しずく」が捉えたグリーンランド氷床表面の全面融解

■世界平均海面水位の変化　

■海面水位の要因別の上昇率 （1993〜2010年）　

上昇する海面

海面上昇への寄与を要因別にみたグラフ。これらの寄与の合計に
よって観測された世界平均海面水位上昇を高い割合で説明できるグラフの黒、黄、緑の線は潮位計、赤線は人工衛星に搭載された

高度計の観測に基づく。不確実性の評価結果がある場合は色つき
の陰影によって示している
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（IPCC AR5 WGⅠ 図 SPM.3(d)）
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　温暖化によって世界中の氷河が縮小
し続けています。とくに世界の氷河の 1 
割を占めるグリーンランドで融解が加速
しています。
　宇宙航空研究開発機構（JAXA）が
2012 年 5月に打ち上げた第一期水循
環変動観測衛星「しずく」によって、
2012年7月12日にグリーンランドの氷
床表面が全面にわたって融解しているこ
とが観測されました。このほかヨーロッパ
のアルプス地方や南米ボリビアなどの
山岳地帯にある氷河の融解も進んでお
り、スキーリゾートなどの観光資源や、水
力発電などのエネルギー供給への影響
が出ています。
　氷河の融解は、海面水位の上昇を引
き起こす要因にもなっています。世界の
平均海面水位は、1993 〜 2010 年
の間に約 60mm 上昇しましたが、その
約半分が氷河の融解によるものと考え
られています。

　1901 〜 2010 年の 110 年間に世界の海面水位は、１
年当たり平均で約 1.7mm 上昇しましたが、1971 〜 2010
年の 40 年間では同約 2.0 mm 上昇しています。とくに
1993 〜 2010 年の直近の 18 年間では、同約 3.2mmと
急激に上昇しています。

止まらない氷床・氷河の融解

　最大の原因は、海洋の熱膨張によるもので、次いで氷河
の減少、グリーンランド氷床の減少、南極氷床の減少などが
要因として挙げられます。これらはいずれも、温暖化による影
響が関与しているとみられています。

第１章●地球温暖化ーー世界が直面する異変

（出典3より作成）

（出典2より）

第1章 地球温暖化第1章 地球温暖化



■白化するサンゴ

（出典4、5、6より）

STOP THE 温暖化2015

■ヒトスジシマカの分布域の拡大（1998〜2012年）

確認地
未確認地

（出典5、7より）
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生態系の異変・感染症リスクの拡大

　温暖な海に広がるサンゴ礁は、その 3 分の 1が絶滅の危
機にあるといわれています。1980 年代頃からサンゴの白化
現象が注目されるようになり、その原因として地球温暖化が
大きく関与していると考えられています。
　サンゴの白化現象とは、サンゴが褐虫藻を失うことにより起
こります。褐虫藻を失うとサンゴの白い骨格が透けて見え、白
くなるため白化現象と呼ばれます。白化が起きる原因は、水
温の変化や強い光、紫外線、低い塩分などですが、中でも

　2014 年 8 月、日本で70 年ぶりにデング熱
の国内感染が確認されました。その後も感染者
数は続 と々増え、厚生労働省の 10 月末の発
表によれば合計 160 人に上りました。
　デング熱やチクングニア熱を媒介するのは、ヤ
ブカの仲間であるヒトスジシマカです。年平均気
温が 11℃以上の地域に定着するとされ、1950
年頃の分布域の北限は栃木県の北部でした。
それが温暖化によって分布域は徐々に北上し、
2010 年の調査では、青森県内で初めてその生
息が確認されました。2035 年には本州の北端
まで、2100 年に
は北海道まで拡
大すると予測され
ています。

水温の影響は大きく、30℃を超える状態が長期間続くと褐虫
藻に異常が起こり、白化を引き起こし、長く続くとサンゴは死
んでしまいます。
　さらに温暖化の主要因とされる二酸化炭素の増加もサン
ゴに悪影響を及ぼします。大気中の二酸化炭素の濃度が上
がると海水に溶け込む量が増え、海洋の酸性化を引き起こし
ます。これが、サンゴの石灰化を阻害するのです。温暖化は
サンゴにとって大きな脅威となっています。

　地球温暖化がもたらす気温や海水温の上昇などによって、陸上や海、淡水などにすむさまざまな生物、生態系に影響が現
れ始めています。世界各地で、枯れる森林、動物の生息地の変化や個体数の減少などが報告されています。

  サンゴの白化

年平均気温が 11℃
以上の地域に定着
し、分布域は温暖化
によって北上する

ヒトスジシマカ

  デング熱を媒介する　ヒトスジシマカの北上

白化する前 白化した後



■上昇し続ける世界平均気温（1891〜2014年）

年
（出典8、9より）
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■「いぶき」*による日本付近の二酸化炭素カラム
　平均濃度の月平均値の変化
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＊ いぶき：環境省、国立環境研究所、宇宙航空研究開発機構（JAXA）の三者が開

発・運用している温室効果ガス観測技術衛星
年

（IPCC AR5 WGⅠ 図 SPM.4(b)）
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二酸化炭素濃度は産業革命以前より40％増加

上昇し続ける世界平均気温

　二酸化炭素（CO2）は、温暖化の要因である温室効果
ガスの代表的なもので、その大気中濃度は産業革命が始
まった 1750 年以降、急激に増えています。私たちは石油
や石炭などの化石燃料を燃やしてエネルギーを取り出し、経
済を成長させてきました。その結果、大気中の CO2 濃度は

第2章●地球温暖化の実態ーー科学は何を明らかにしたか

（1981 〜 2010 年の 30 年平均値を基準値とし、平均気温
から基準値を差し引いた値）が +0.27℃となり、統計を開始し
た 1891 年以降、最も暑い 1 年になりました。

現在、1750 年に比べて 40％も増加しました。
　大気中の CO2 濃度が増加すると、海洋に取り込まれる
CO2 の量も増え、海洋の酸性化を引き起こします。右下の
図は海面付近の CO2 濃度（青線）と海水の pH（緑線）
の経年変化を示したもので、1980 年代後半以降、CO2 濃
度の上昇とともに海水の pHが低下、すなわち海洋の酸性
化が進んでいることが分かります。

　陸域と海域を合わせた世界平均地上気温は、1880 年から
2012 年の期間に 0.85℃上昇しました。また、最近 30 年の各
10 年間は、1850 年以降のどの 10 年間よりも高温でした。
　21 世紀に入ってからの世界平均地上気温
上昇率は10 年当たり0.03℃とほぼ横ばいの
状態を示しており、こうした温暖化の停滞状態は
ハイエイタスと呼ばれています。世界中の数多く
の研究者がこの現象を調査した結果、太平洋
における大気と海洋の循環が、ここ十数年間は

「自然のゆらぎ」の影響で特徴的な状態にあるこ
とが分かってきました。太平洋の表層が冷たく、
西側の太平洋内部に暖かい海水が閉じ込めら
れる状況が続きやすい状態にあるため、地球表
面の平均気温が上がっていません。このような

「自然のゆらぎ」は10 年規模の気候の内部変
動であり、地球全体としては温暖化が停滞して
いるわけではないことが示唆されました。
　2014 年には、世界の年平均気温偏差

世界の 800 人以上の科学者が温暖化に関する研究を評価し、約 4 年の歳月をかけて作
成された IPCC の第 5 次評価報告書。その過程で集められたさまざまな地球温暖化の
証拠は、事態がより深刻な状況にあることを示しています。私たちは今こそ温暖化の実
態を直視し、行動を起こさなくてはなりません。

地球温暖化の実態
　　 科学は何を明らかにしたか

第2章



■北半球積雪面積（春季）

■観測された陸域の年降水量の変化

（IPCC AR5 WGⅠ 図 SPM.2）
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■北極域海氷面積(夏季）

（IPCC AR5 WGⅠ 図 SPM.3(b)）

100万k㎡
14

12

10

8

6

4
  1900　               1920 　              1940　              1960　              1980　               2000　年         

減少

（IPCC AR5 WGⅠ 図 SPM.3(a)）

100万k㎡
45

40

35

30
  1900　               1920 　              1940　              1960　              1980　               2000　年         

減少

※陰影は不確実性を示す

7

北半球の雪や氷が減少

北半球の中緯度で降水量が増える

　過去 20 年にわたって、グリーンランドと南極
の氷床の質量は減少しており、氷河はほぼ世界
中で縮小し続けています。また 20 世紀半ば以
降、北半球の積雪面積がほぼ確実に減少して
いることの確信度は非常に高くなっています。右
上の図は、北半球における3 〜 4 月（春季）
の積雪面積の平均値を示しており、減少傾向に
あることが分かります。
　北極域の海氷面積も1970 年後半以降、顕
著に減少しています。右下の図は、特に最も海
氷面積が小さくなる夏季について、北極域の海
氷面積の 7 〜 9 月（夏季）の平均値を示した
グラフです。1979 〜 2012 年にかけての減少
率は 10 年当たり73 〜 107 万 km2（北海道
の面積の約 9 〜 13 倍）の範囲にある可能性
が非常に高く、急速に減少していることが分かり
ます。

　1901 年から2010 年までの世界の降水量を見ると、
1951 年以降現在にかけては、北半球の中緯度の陸地で
降水量が増加しています。また、北アメリカとヨーロッパで強

い雨の頻度が増える傾向にあります。一方、西アフリカや
オーストラリアの南東部で降水量が減少する傾向がありま
す。

STOP THE 温暖化2015STOP THE 温暖化2015



■気候システムの貯熱量変化

（IPCC AR5 WGⅠ Chp.3 Box3.1 図 1）

海洋深層には 100x1021J のエネル
ギーが貯えられている。
日本の発電量（2012年）で約3万年分
に当たる。
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■日最高気温35℃以上の猛暑日の年間日数

（出典11より）
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■世界平均海水温の偏差（1971〜2010年平均からの差）

（IPCC AR5 WGⅠ Chp.3 図 3.1（c））
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第2章 地球温暖化の実態

第2章●地球温暖化の実態ーー科学は何を明らかにしたか

表層も深層も上昇する海水温

極端現象が増える

　気候変動を起こすためのエネルギー変化の大部分を海洋
が占め、1971 〜２０１０年の期間ではその 90%以上が貯えら
れているといいます（右の図）。特に海洋表層（0 〜 700m）
には気候システムにおける正味のエネルギー増加量の 60%
以上が蓄積されています。1971 〜 2010 年に、海面から水
深 75m の層の海水温は10 年当たり0.11℃上昇しました。
　一方、700 mより深い層にはエネルギー増加量の約30%
が蓄積されています。温暖化によって、3000m 以深の海
洋深層でも水温が上昇している可能性が高いことが新たに
分かりました。

　温暖化が進むにつれて、極端現象（異常気象）に変化
が現れています。1951 年以降、世界規模で寒い日が減少
し、暑い日が増加しました。また、ヨーロッパ、アジア、オー
ストラリアの大部分で、高温・熱波に見舞われる頻度が増え
ています。
　日本においては、日最高気温が 35℃以上の猛暑日の日
数は 1931 〜 2013 年の期間、10 年当たり約 0.2 日の

ペースで明らかに増加する傾向にあります（左下の図）。
　一方で、極端に強い雨の回数も増えています。右下の図
は、1976 〜 2013 年にアメダス地点において観測された、
1 時間降水量が 80mm 以上の短時間強雨の年間観測回
数をグラフにしたものです。10 年当たり約 2.3 回のペースで
増えていることが分かります。



人間の活動が温暖化をもたらす
　気候システムを変化させる要因のひとつが、CO2 やメタンな
どの温室効果ガスの濃度ですが、それ以外にも、鉱物ダスト
や二酸化硫黄などのエーロゾル濃度、地表面の特性の変化
などが影響しています。要因となるガスや物質の濃度が変化
することによって、温暖化を促進したり（正の放射強制力）、

抑制したり（負の放射強制力）します。こうした要因による濃度
変化量は、放射強制力という値を用いて示されます。
　産業革命以降の気候システムの変化には、人間活動が
深く関係しており、放射強制力に最も寄与しているのは、大
気中の CO2 濃度の増加であることが分かっています。

c o l u m n

　永久凍土とは永続的に凍結した土壌のことで、主に北極域の高緯度域で見られま
す。古い有機炭素堆積物を含んでおり、そこには現在大気中に CO2 として存在す
る炭素の少なくとも 2 倍の量が保持されているとみられています。今後、温暖化に
よって永久凍土の融解が進めば、保持されていた炭素が、温室効果ガスであるメタ
ンや CO2 として大量に大気中に放出され、気温の上昇につながると考えられます。
そうなれば、さらに多くのメタンとCO2 が永久凍土から放出されるという正のフィー
ドバックをもたらし、地球温暖化を増幅するおそれがあります。
　最近の研究によると、北極シベリアの陸棚とシベリアの湖沼から局所的にかなり
のメタン放出量が記録されています。これが地域的な温暖化によるものか他の原因
によるものかは明らかになっていません。

永久凍土の融解が温暖化を加速？

カナダのマニトバ州北部に広がるツンドラ。この下に
永久凍土が眠っている。

■気候変動をもたらす主な駆動要因の、1750年を基準とした2011年における放射強制力の推定値
排出された物質 最終的な大気中の駆動要因 排出及び駆動要因別の放射強制力

1750年を基準とした
放射強制力（Wm-2）

確信度

（IPCC AR5 WGⅠ 図 SPM.5）
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写真提供：伊勢武史
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（ IPCC AR5 WGⅠ FAQ 6.1）

STOP THE 温暖化2015STOP THE 温暖化2015



＊シナリオの詳細については第 4 章 (18 ページ ) を参照

観測された影響と将来予測
　　 どんなリスクが迫っているのか

第3章

■ 1986〜2005年平均に対する世界平均地上気温の変化

■9月の北半球の海氷面積

最も温暖化を
抑えた場合

海氷がほとんど存在
しない状態を示す

※陰影は不確実性
の幅を示す

現在より一回り海氷
が小さくなる

海氷が消失する
可能性がある最も温暖化が

進んだ場合
年
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（IPCC AR5 WGI 図 SPM.7（b））
（IPCC AR5 WGI 図 SPM.8（c））
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10 第3章●観測された影響と将来予測ーーどんなリスクが迫っているのか

21世紀末の地球は？（将来予測）

　IPCC 第 5 次評価報告書によれば、2081 年から2100
年の世界の平均地上気温は、1986 年から2005 年の平
均よりも最小で0.3℃、最大で4.8℃上昇すると予測してい
ます。陸地は海よりも気温が上がりやすく、北極や南極など
極域の気温上昇が大きいとみられています。
　予測に 0.3 〜 4.8℃と開きがあるのは、温暖化対策の実
施の仕方による「シナリオ」＊（仮説）が異なるからです。
CO2 排出削減などの温暖化対策を今以上に施さなかった場
合の（最も温暖化が進む）「RCP8.5」シナリオでは 2.6 〜
4.8℃の気温上昇が予測されています。一方、可能な限り
の温暖化対策を施した場合の（最も温暖化を抑えた）

「RCP2.6」シナリオでは、0.3 〜 1.7℃と予測されています。

　海面水位の上昇も見逃せない変化です。世界の平均海
面水位は、21 世紀末には、最も温暖化が進む「RCP8.5」
シナリオで 45 〜 82cm、最も温暖化を抑えた「RCP2.6」
シナリオで26 〜 55cm 上昇すると予測されています。

　21 世紀中に北極海の海氷は縮小し、薄くなることが予測
されています。IPCC 第 5 次評価報告書では、最も温暖化
を抑えた「RCP2.6」シナリオでも、21 世紀末には 9 月の
海氷の面積が現在より43％減少することが予測されていま
す。一方、最も温暖化が進む「RCP8.5」シナリオの場合、

  上昇する海面水位

  北極海の海氷が減少する

  世界の平均気温は最大 4.8℃の上昇も

　IPCC の第 5 次評価報告書は、第 4 次評価報告書と比
べ、陸域の氷の寄与に関するモデリングが向上しており、こ
の結果、第 4 次評価報告書よりも予測の確信度が高まって
います。

21 世紀の半ばまでに夏季（9 月）の北極域の海氷が、ほ
ぼなくなる可能性が高いと指摘されています。
　北極だけでなく、北半球全体にも影響が及びます。特に
北半球の春の積雪面積が減少する可能性が非常に高いと
予測されています。

温暖化が進むと、地球の気温や海面水位はどこまで上がるのでしょうか。最新の研究に
よって、地球温暖化が私たち人間の社会や自然の生態系にさまざまな影響を及ぼし始め
ていることが分かってきました。適切な対策を講じなければ、数十年～ 100 年後には
私たちの暮らしが危機的な状況にさらされる可能性もあります。温暖化によって地球の
未来はどうなるのか、予測情報を正しく理解することが大切です。



STOP THE 温暖化2015

■気候変動によるリスク、気温の変化、CO2累積排出量との関係

（IPCC AR5 SYR 図 SPM.10）
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■気 候変動が原因として特定された影響の世界分布 （実際に観測された影響）

アフリカ

極域（北極と南極）

北アメリカ

小島嶼

中央・南アメリカ

ヨーロッパ

オーストラレーシア

アジア

2011 年までにす
でに約 1.9 兆トンを
排出している。

産業革命以降の気温上昇を
2℃未満に抑えるためには
約 2.9 兆トンに抑えることが必
要。約1兆トンしか余裕がない。

1870年以降の人為起源のCO2累積排出量

アイコンは影響の種類を表しており、色がぬられているものは気候変動から受ける影響の度合いが大きいことを示す。アイコンの横
のバロメーターは、気候変動が原因であることの確信度を示すもので、目盛りの数が多いほど確信度が高い。

（IPCC AR5 SYR 図 SPM.4）

気候変動が原因として
特定されたことの確信度

気候変動に起因する観測された影響

非常に
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示す
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海面水位の影響

陸域生態系

火災

海洋性能系

食料生産

生計、健康かつ/又
は経済

※地域全体にわたる
研究の有効性に基づ
いて特定された影響
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世界で観測されているさまざまな影響
　ここ数十年の気候変動は、
全ての大陸や海洋において、
人間の生活や自然の生態系
にさまざまな影響を与えていま
す。右の図のように、氷河の
融解や海面水位の変化、洪
水や干ばつなどの物理的影
響、陸上や海の生態系への
影響、食料生産や健康など人
間への影響が、地域ごとに現
れていることが分かります。中
でも、IPCC 第 5 次評価報告
書によれば、自然システムに最
も強くかつ包括的に影響が現
れているといいます。
　今後、温暖化が進むと、さま
ざまな影響の深刻度と確信
度、すなわち気候変動リスクが
さらに高まると考えられます。

　IPCC 第 5 次評価報告書では、気候変動がもたらす将来
のリスクを「主要な8 つのリスク」として挙げています。①
海面上昇、沿岸での高潮、②大都市部への洪水、③極端
な気象現象によるインフラ機能停止、④熱波による死亡や
疾病、⑤気温上昇や干ばつによる食料安全保障、⑥水資
源不足と農業生産減少、⑦海洋生態系の損失、⑧陸域と
内水の生態系がもたらすサービスの損失――の 8 つです。
　今後、温暖化が進んだ場合、気温が何℃上昇すると、ど

CO2 排出量が増えるとリスクが増大（将来予測）

のようなリスクが高まるのかを示したのが左下のグラフです。ま
た、気温上昇と産業革命以降の人間活動によるCO2 の累積
排出量との関係を示したのが右のグラフです。
　「生態系や文化など固有性が高く脅威にさらされるシステム
への影響」「極端な気象現象」「農作物や水不足などの地域
的な影響」「生物多様性の損失などの世界的な影響」「氷床
の消失などの大規模な特異現象」の 5 つの包括的な懸念材
料が、気温上昇とともに危機的な状況になると警告しています。

　現在と比べて気温が 1℃上が
ると、台風や熱波などの極端現象
のリスクが高まり、2℃上がるとサ
ンゴ礁など適応能力の低い生態
系が非常に高いリスクにさらされま
す。3℃以上では、地球全体で生
物多様性が減少して生態系サー
ビスが失われ、人間の社会にも大
きく影響すると予想されています。
こうしたリスクを減らすためには、
将来にわたって CO2 排出量を抑
制することが非常に重要です。



■ 熱帯及び温帯地域における主要4農作物の収量への影響

（IPCC AR5 WGII 図 SPM.6（A））

乱獲又は海洋酸性化の潜在
的影響分析は行わず、エネル
ギーと技術がバランスよく変化
する排 出シナリオ（SRES 
A1B）を基に 2051 ～ 2060
年の漁獲可能量の 10 年平
均を予測し、2001 ～ 2010
年の 10 年平均と比較した。
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潜在的な最大漁獲可能量の変化（2001 〜 2010 年と比較した 2051 〜 2060 年の値、SRES　A1B)

■ 1000種の魚類と無脊椎動物の潜在的な最大漁獲可能量の変化

1960 ～ 2013 年に観測された気候変動が、温帯及び熱帯地域における主要 4 農作物の
収量に及ぼしたと推定される影響の度合い （IPCC AR5 WGII 図 SPM 2（C））
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海洋生態系で高まるリスク（将来予測）

　温暖化によって、海洋にすむ生物の分布の変化、生物
多様性の低下、さらに局所的には絶滅の危機にさらされる生
物種の増加が予測されています。この結果、漁業の生産性
や、さまざまな生態系サービスの利用に影響が出るといわれ
ています。
　下の図は、約 1000 種類の魚類と無脊椎動物について、
潜在的な最大漁獲可能量を2051 〜 2060 年と2001 〜
2010 年で比較したものです。濃い赤になるに従って、漁獲
可能量が大きく減少するという予測です。平均すると、漁獲
可能量は中〜高緯度で増大するものの、熱帯域では減少す

ると予測されています。
　急激な温暖化は、生物種が冷たい水を求めて高緯度地
域に移動したり、深海に潜ったりするなど、生態系の変化に
影響します。このまま温暖化が進むと、ある国の沿岸水域か
ら、漁業で収益をもたらしていた生物が姿を消してしまうことも
考えられます。
　また CO2 濃度の増大によって海洋の酸性化が進み、植
物プランクトンから動物までの個々の生物種の生態に影響
が出ると予測されています。特に極域の生態系やサンゴ礁と
いった海洋生態系に相当のリスクをもたらすとみられています。

主要穀物の収量が低下（実際に観測された影響）

　気候変動は、食料の生産量とも密接な関
係があります。右の図は、1960 〜 2013 年
に観測された気候変動が、主要 4 農作物の
収量に及ぼしたと推定される影響をまとめたも
のです。温帯地域、熱帯地域のいずれにお
いても、マイナスの影響を及ぼす方が多いこ
とが分かります。小麦、大豆、米、トウモロ
コシの主要 4 農作物でみると、小麦が最も気
候変動の影響を受け、収量に大きなマイナス
の影響が出ています。米やトウモロコシについ
てもマイナスです。
　逆に少ないながらも、気候変動がプラスの
影響を及ぼすという研究があります。主に平
均気温の低い高緯度地域の収量に関連し
た研究ですが、こうした高緯度地域での温暖
化による影響の収支がプラスになるかマイナ
スになるかは、まだ明らかになっていません。

第3章●観測された影響と将来予測ーーどんなリスクが迫っているのか
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島の低地の水没が生活の一部になっているツバル

■ 将来必要となる沿岸堤防のかさ上げ高（余裕高）
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20 世紀では 100 年に一度発生するような大洪水にさらされる人口は、最も
温暖化が進んだ場合（RCP8.5）、21 世紀末には年間 1 億人と予測されて
いる。

（IPCC AR5 WGII TS 図 6（C））
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（IPCC AR5 WGII Chp5 図 5-2）

各シナリオの陰影部は
＋1標準偏差の範囲を示す−
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水問題は干ばつと洪水の二極化へ（将来予測）

　飲料水はもとより、農業、工業などでも不可欠なのが海水
ではない水、すなわち「淡水」です。温暖化が進むと、淡
水に関連するリスクが、著しく増大するといわれています。
　そのひとつが水不足です。最も温暖化が進む「RCP8.5」
シナリオでは、現在の乾燥地域で干ばつの頻度が 21 世紀
末までに増加する可能性が高くなり、乾燥亜熱帯地域では、
再生可能な地表水と地下水の資源が減少すると予測されて
います。こうした水不足により、エネルギーと農業など産業の
分野をまたいだ水資源獲得の競争が激しくなり、紛争に発展
する可能性も指摘されています。
　逆に、高緯度地域では水資源の増加が予測されていま
す。大雨による堆積物や汚染物質の増加、洪水による処
理施設への障害などは、水道原水の質を低下させ、飲料水
にリスクをもたらすと考えられています。
　右の図は、20 世紀では 100 年に一度発生するような規
模の洪水にさらされる世界人口が、これから2100 年までに
どれくらいになるかを予測したグラフです。最も温暖化が進む

「RCP8.5」シナリオでは、2100 年頃には年間 1 億人がこ
うした大洪水にさらされるとしています。

高潮や海岸侵食に脅かされる沿岸域・小島嶼（将来予測）

　気候変動が及ぼす海面水位の上昇は、沿岸や低平地、
小島嶼に住む人々の暮らしに大きな影響を与えます。台風に
よる高潮や浸水、沿岸域の氾濫、海岸侵食による被害をよ
り多く受けることになります。
　右下の図は、中程度の排出シナリオである「RCP4.5」
の予測に基づいた場合、2081 〜 2100 年の洪水の頻度
を1986 〜 2005 年と同程度に留める
ために必要な堤防のかさ上げ高の予測
を示したものです。アメリカ東部沿岸で
は 70cmを超える堤防のかさ上げが必
要となる個所が出てきます。日本でも50
〜 70cm の堤防のかさ上げが必要とな
る個所が出てきます。

　アメリカの河川洪水による年間被害額は、現時点では約
20 億ドルです。しかし、これが 2100 年までには 70 億〜
190億ドルへと大幅に増加すると予測されています。洪水管
理設備が存在しないまま都市化を進めることにより、気候変
動による洪水の影響を一層増加させる場合があると、IPCC
第 5 次評価報告書は警告しています。



（出典5、11、15、16より）

■ 生物種が移動できる最大速度と気温の移行速度の比較
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救急搬送された熱中症患者の数
は、2010 年には東京 23 区だけ
で3300 人以上。この年、東京は
最高気温が 30℃を超える真夏日
が年間 71日に達する記録的な猛
暑に見舞われた。気象庁によれば、
21 世紀末にかけて真夏日の年間
日数が全国平均で10日から50日
程度増えると予測されており、国立
環境研究所によれば、対策を講じ
なければ、今後熱中症患者は急増
すると予想されている。

札幌市
さいたま市
東京都下市町村
川崎市
静岡市
名古屋市
大阪市
神戸市
北九州市
沖縄県

仙台市
千葉市
横浜市
新潟市
浜松市
京都市
堺市・高石市
広島市
福岡市
東京23区

■ 熱中症患者数の都市別の年次推移 （2000〜2014年の実績）
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人間の健康への脅威（将来予測）

　温暖化などの気候変動は、動植物だけでなく人間の健康
にも大きな影響を与えると予測されています。強力な熱波や
火災による負傷、疾病、死亡のリスク、食料生産の減少に
よる栄養不足のリスクは、特に低所得の開発途上国で高ま
ると懸念されています。
　日本においては、夏季の高温による熱中症患者の数が近
年増える傾向にあり（下の図）、今後も増加すると予測されて
います。熱ストレスによる死亡リスクは、2050 年代には1981
〜2000年に比べて約1.8〜2.2倍、2090 年代には約 2.1

危機に瀕する生態系（将来予測）

　気候変動によって、陸上と淡水に生息する動物
や植物などの生物種の大部分について、絶滅のリ
スクが増えると予測されています。一方で、生息地
の改変や人間による乱獲、生息地の汚染などと
いった気候変動以外のストレス要因も高まってお
り、こうした要因との相互作用によって、絶滅への
リスクは一層高まります。
　気候変動による生息地の変化に、動植物が追
従できるかどうかを示したのが右の図です。生物種
が地形を越えて移動できる最大速度を左の縦軸
に、気候変動により気温が移行する速度を右の縦
軸に、それぞれ示しています。中〜高排出のシナリ
オである「RCP4.5」「RCP6.0」「RCP8.5」の場合、
多くの生物種が、気温の変動に追従するために適切
な生息環境へ移動することができないことが分かりま
す。温暖化が進むに従い、生物種の絶滅や、森林
の減少といったリスクが高まることになるのです。

第3章●観測された影響と将来予測ーーどんなリスクが迫っているのか

〜 3.7 倍に達するといわれています（2100 年における平均
気温上昇が産業革命以前に比べて約 2.1 〜 3.8℃となる
CO2 排出シナリオの場合）。最も温暖化を抑えた「RCP2.6」
シナリオの場合でも、熱ストレスによる超過死亡数は、年齢
層にかかわらず、全ての県で2 倍以上になると予測されていま
す。
　熱中症死亡による経済的な損害も大きく増加します。最も
温暖化が進む「RCP8.5」シナリオの場合、現在と比べて
21 世紀末には 1 年当たり1479 〜 5218 億円も日本で被
害額が増えると試算されています。

観測された影響と将来予測第3章



■年平均気温の変化の分布 (2080〜2100 年）
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■ウンシュウミカンの栽培適地の変化

（出典17、18より）

現在（1984−2003）
将来（2080 −2099）RCP8.5
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　気候変動予測を基に、農業、自然生態系などさまざまな
分野における影響評価が行われています。例えば、日本で
最も生産量の多い果樹であるウンシュウミカンは、いずれ
のシナリオでも栽培適地は北上し、沿岸部から内陸部に移
動する傾向が見られます。また、現在に比べて栽培適地の
面積は大きくなると予測されています。ただし、RCP8.5
の場合、紀伊半島や四国、九州をはじめとした現在の主産
地での栽培適地は大きく減少すると予測されています。気
候変動は、私たちの暮らしにも影響を及ぼす可能性があり
ます。

止まらない森林減少・劣化（CO2 吸収源の消失）

　森林はCO2 の重要な吸収源です。森林の伐採や劣化が
進むと、森林に貯えられている炭素を放出するため、温暖化
を促進することになります。2000 〜 2010 年に世界で約
5200 万ヘクタールの森林が減少し、森林面積は 40 億ヘ
クタール強にまで減りました。
　特に消失面積が大きい国は、ブラジル、インドネシア、オー
ストラリアです。森林減少の主な要因は、熱帯林の農地へ
の転換です。アブラヤシ、ゴム、コーヒーといった商品作物
や輸出用農産物の生産拡大が原因です。しかし、森林減
少には農地転換や土地開発といった直接的な要因以外に
も、市場経済の拡大、貧困、人口増加などの背景要因が
あり、これらが複雑にからみ合っています。
　こうした森林減少を原因とするCO2 排出は、世界全体の
排出量の 2 割を占めるといわれます。これは、化石燃料を

燃やすことによるCO2 排出量に次いで大きな割合です。
　こうしたなか、途上国における森林減少・劣化を抑制し、
温室効果ガスの排出量を削減する取組「REDD プラス」が
国際社会で進められています。基本的な考え方は、対象国
の過去の温室効果ガス排出量データなどを参考に、森林減
少などに伴う温室効果ガス排出量の将来予測シナリオ（参照
レベル）を設定します。その後、森林整備や植林などの取組
を実施することによって温室効果ガス排出量が参照レベル
の水準を下回れば、その努力による排出削減量のクレジット
を実施国が得られる仕組みが検討されています。
　REDD プラスは、森林の機能回復による生物多様性の
保全や、森林資源を活用することによる地域住民の生計向
上などの効果も期待されています。

STOP THE 温暖化2015

　今後、日本の気温や降水量はどう変化していくのでしょ
うか。IPCC の RCP シナリオを基に、将来の気候変動を予
測し、経済や社会、自然生態系などへの影響を評価した結
果が公表されています。
　それによれば、現在（1984 〜 2004 年）と比べ、将来

（2080 〜 2100 年）の年平均気温（全国平均）は、最も温
暖化を抑えた RCP2.6 の場合で 0.5 〜 1.7℃、最も温暖化
が進んだ RCP8.5 の場合で 3.4 〜 5.4℃、それぞれ上昇す
ると予測されています。全国的に気温は上昇し、特に北日
本での温度上昇幅が大きくなるとみられています。
　年降水量については、どのシナリオでも明瞭な変化傾向
はないと予測されていますが、大雨による降水量は多くの
シナリオで増加傾向にあると予測されています。一方、年
降雪量はほとんどのシナリオで減少、特に東日本日本海側
で減少量が大きいと予測されています。

高温や多雨による品
質低下が発生してい
るウンシュウミカン

日本の気候変動予測と影響評価

（出典19、20、21より）

栽培適地をオレンジ色で表示



■世界のエネルギー起源CO2排出量（2012年） ■国別1人当たりエネルギー起源CO2排出量（2012年）

■CO2の部門別排出量（電気・熱配分後）の推移
■日本の温室効果ガスの排出量の推移
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＊EU15カ国は、
COP3（京都会議）
開催時点での
加盟国数である
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　二酸化炭素（CO2）の国別排出量（2012 年）をみると、
中国が全世界（317 億トン）の 4 分の 1 以上を占めて1 位
となっています。次いでアメリカが 2 位、日本は5 位です。一
方、国別の 1 人当たり排出量では、豊富な石油・天然ガス

二酸化炭素の国別排出量

日本の排出量
　2013 年度の温室効果ガス総排出量（速報値）は 13
億 9500 万トン（CO2 換算）で、前年度と比べて 1.6％、
2005 年度と比べて 1.3％増加しています。部門別排出量
では、排出量が最も大きい「産業部門」（工場など）では

2005 年度と比べて 6.3％減少していますが、オフィスなどの
「業務その他部門」は 19.5%増、「家庭部門」は 16.3%
増と大きく増加しています。

を産出するカタールが群を抜いて1 位で、同じく中東の産油国
であるアラブ首長国連邦（2 位）、サウジアラビア（4 位）が
上位を占め、最大の排出国である中国は日本より低くなってい
ます。

温暖化の進行に主に人間活動によって排出される CO2 が大きく影響していることは
疑いようがありません。人間社会や自然の生態系が危機に陥らないためには、今すぐ、
世界の国々が協力し合い、連携しながら、実効性の高い CO2 排出削減の取組を行っ
ていく必要があります。一方で、各地で現れ始めている気候変動による影響への「適
応」も待ったなしの状況です。

二酸化炭素排出の現状と
リスクへの適応

第4章



■温室効果ガスの部門別排出量（2010年）

＊ 直接排出量：電力・熱に起因する排出を
　エネルギー転換部門に計上したもの
　 間接排出量：電力・熱に起因する排出を
　消費する需要部門に配分したもの直接排出量 間接排出量

電力・熱
25％

農林業・土地利用
24％

建築
6.4％

輸送
14％

産業
21％

エネルギー
1.4％

その他エネルギー
9.6％

産業
11％

輸送
0.3％

建築
12％

農林業・土地利用
0.87％

490 億トン・
CO2 換算

（IPCC AR5 WGⅢ 図 SPM.2）
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【炭素強度（CO2/ エネルギー）】
石炭消費の相対的な増加により、2000 〜
2010 年の間に CO2 排出量の増加に寄与する
ようになった

【1 人当たりの GDP】
CO2 排出量増加への寄与度が過去 10 年で大
きく増加

【人口】
ほぼ同一のペースで CO2 排出量増加に寄与

【エネルギー強度（エネルギー /GDP）】
CO2 排出量削減に寄与しているが、人口増、
経済成長によって相殺
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■化石燃料起源CO2排出量変化の要因分析

（IPCC AR5 WGⅢ 図 SPM.1）
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■人為的な温室効果ガス排出量の推移※2
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ここ10 年で排出量が急増

CO2 排出量増大の要因

　世界の人為起源の温室効果ガスの排出量は、1970 〜
2010 年の期間、一貫して増加を続けています。とりわけ、
1970 〜 2000 年の期間は年率 1.3％の増加であったもの
が、2000 〜 2010 年の期間では年率 2.2％の増加と近年の
増加率が高いことが分かります。
　人為起源の温室
効果ガスの中でも排     
出量の増加が著し
いのが、化石燃料の
燃焼や産業プロセ
スにおいて排出され
るCO2 です。1970
〜 2010 年の期間
における温室効果ガ
ス排出量増加分の
約 78％が、これらに
よるものと考えられて
います。

　化石燃料を起源とするCO2 排出量が
増えている原因は何でしょうか。それは、
主に経済成長と人口増であると考えられ
ます。特に2000〜2010年の期間でみ
ると、経済成長による影響が、それ以前
の30年間に比べて急激に高くなっている
ことが分かります。1 人当たりの GDPが
増えることで、CO2 の排出も増える傾向
が顕著にみられます。
　2010 年の人為的な原因による温室
効果ガスの直接排出量を部門別にみる

STOP THE 温暖化2015

と、電力・熱・その他を含めたエネルギー供給によるものが
約 35％と最も多く、農林業・土地利用 24％、産業 21％、
輸送 14％、建築 6.4％となっています。しかし、電力・熱
の内訳を部門別に配分した間接的な排出量を含めると、産
業が 30％を超え、建築も20％近くになるなど、排出量全体
に占める割合は高くなります。経済成長はこれらの部門の発
展を伴うものであり、いかに削減するかが重要になります。

　また、1750 〜 2010 年、すなわち産業革命以降の人為
起源によるCO2 累積排出量のうち約半分は過去 40 年間
に排出されたとみられます。さらに燃料やセメント、原油採掘
プロセスにおいて排出されるCO2 に限ってみれば、この 40
年間で3 倍に増えています。



■CO2排出削減（緩和）に向けた４つのRCPシナリオ

＊1  IPCC 第 5 次評価報告書では、2100 年の CO2 濃度の水準に応じた４つのシナリオを
基 に、 気 候 予 測 や 影 響 評 価 等 が 行 わ れ て い る。 各 シ ナリオ の RCP とは、
Representative Concentration Pathways（代表的濃度経路）の略。将来の温室
効果ガス安定化レベルと、そこに至るまでの経路のうち、代表的なものを選んだ。RCP
に続く数値が大きいほど、2100 年における放射強制力（温暖化を引き起こす効果）が
大きい。

＊2  BECCS（Bioenergy with CCS）は、バイオエネルギーと CCS を組み合わせること
で、大気中の CO2 を除去する技術。

■低炭素エネルギーの割合の推移（2100年の温室効果ガス濃度別）

（IPCC AR5 SYR 図 SPM.11）

一次エネルギーに占める低
炭素エネルギーの供給の割
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となっています。
　RCP2.6では、2050 年の温室効果ガス排出量が 2010 年
に比べ 40 〜 70％低減し、2100 年にはほぼゼロかマイナスに
なることを想定しています。それに向けては、植林や森林減少
の抑制など土地利用の変化に加え、エネルギー効率の大幅向
上が含まれています。太陽光や風力などの再生可能エネルギー
や、CCS（Carbon dioxide Capture and Storage、CO2

回収・貯留）付き火力発電、BECCS＊2 などの低炭素エネル
ギーのシェアが、2050 年には 2010 年の 3 〜 4 倍に増加
するとしています。こうした低炭素化のための主要技術はでき
るだけ早く導入しなければ、RCP2.6 の達成は難しくなるうえ、
CO2 排出削減（緩和）に向けた総コストも大幅に増加します。

2100 年の排出量の将来予測——緩和に向けた4つのシナリオ

　IPCC 第 5 次評価報告書では、温室効果ガス排出量の
変化に関する複数のシナリオについて、2100 年に想定され
る温室効果ガス濃度と気温上昇の予測を行っています。
　シナリオは、人為的な起源による温室効果ガスの排出抑
制に向けた追加的な努力（緩和策）を行わない場合の「ベー
スラインシナリオ」と、追加的な緩和策を実施した場合の「緩
和シナリオ」に大きく分けられます。また、緩和シナリオには、
2100年以前に濃度が一定の基準を超える「オーバーシュー
ト」を想定したシナリオも用意されています。
　緩和シナリオのうち、2100 年の気温上昇を産業革命以
前に比べて「2℃未満」に抑えられる可能性が「高い」の
は、4 つの RCPシナリオ＊1 の中ではRCP2.6（2100 年の
温室効果ガス濃度／ 430 〜 480ppm、CO2 換算）だけで
す。他のシナリオ（RCP4.5,6.0,8.5、2100 年の温室効果
ガス濃度 580 〜 1000ppm 超、CO2 換算）はいずれも、
2100年の気温上昇を産業革命以前に比べて2℃未満に抑
えられる可能性は「低い」、あるいは「どちらかといえば低い」

第4章
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■海外の主な適応戦略／計画
国名 名称 分野 実施状況

イギリス
・ 英国気候変動適応−行動枠組 (2008)
・ 国家適応プログラム（NAP・2013）

・  7 分野（環境創造、インフラストラクチャ、健康・
回復力をもつコミュニティ、農業・林業、自然
環境など）

・  行動枠組は、原則やプログラム策定までの流れを提示。
・  適応プログラムは、31 の目標ごとに各分野の具体的施策を列

挙。影響評価で抽出した約 100 のリスクに対応させている。

アメリカ

・  省庁間気候変動適応タスクフォース進捗報告
書：国家気候変動適応戦略支援行動提言(2010)

・  戦略的かつ持続可能な行動計画 ( 省庁等 41 組
織別 ･2013）

・  タスクフォース進捗報告は分野横断。WG は 9 
分野。適応科学、適応計画、水資源の適応、保険、
国際、コミュニケーションと広報、都市、健康、
植物・魚類・野生生物で構成

・  タスクフォース進捗報告は、原則や政策目標を提示。戦略／
計画とは位置づけていない。

・ 省庁別の適応計画は、大統領令に基づき各省庁が公表。

オランダ
・  気候変動に対する国家空間適応プログラム
（ARK・2007）

・ デルタプログラム (2011)

・  水、自然、農業、エネルギー、輸送、建築物・イ
ンフラストラクチャ、公衆衛生、レクリエーショ
ンの8分野（国家空間適応プログラムは分野横断）

・  国家空間適応プログラムは、分野横断的考え方を提示。
・  デルタプログラムは、洪水対策・淡水供給の具体的施策等を

含む。毎年公表。

オーストラリア
・ 国家気候変動適応枠組 (2007)
・ 政府政策方針書 (2010)

・  適応枠組は、水資源、生物多様性、人の健康、自
然災害管理など 8 分野

・  政府政策方針書は、沿岸域の管理、インフラス
トラクチャ、自然災害の防止など 6 分野

・  適応枠組は、分野横断的な考え方、5 〜 7 年の研究等に関す
る行動の指針が中心。

・  政府政策方針書は、適応に対する政府見解、5 〜 10 年間に優
先する分野等に言及。

■ 2つの温暖化対策：緩和と適応

（出典23より）

■気候変動に関連したリスクの概念図

気候変動は、人間、社会及び自然システムにさまざまな影響やリスクをもたらす。そうした
リスクは、人間、社会及び自然システムの脆弱性（影響の受けやすさ）、曝露（リスクにさ
らされること）、ハザード（災害、危険な事象や傾向など）の３つの相互作用によってもたら
される（図の中央）。さらにその３つには、気候システム（図の左）や人間の活動（社会経
済プロセス、図の右）の変化が大きく関わっている。

自然変動性

人為起源の
気候変動

社会経済的
経路

適応及び
緩和行動

ガバナンス

リスク

脆弱性

曝露

ハザード

気候 社会経済
プロセス

影響

温室効果ガス排出
及び土地利用の変化

（IPCC AR5 WGII 図 SPM.1)
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（出典24より）

温暖化への適応が始まっている

　温暖化対策には、大きく分けて「緩和」と「適応」の 2 
種類があります（右上の図）。緩和は温室効果ガス排出を
抑制することで、最優先で取り組む必要があります。そして、
緩和を実施しても温暖化の影響が避けられない場合、その
影響に対して自然や人間社会のあり方を調整していくのが、
適応です。IPCC 第 5 次評価報告書では、気候変動に関
連する影響やリスクを、緩和や適応によってどのように低減・
管理できるかについて言及しています。
　右下の図は、気候に関連した影響のリスクを概念的に説
明したものです。人間、社会及び自然システムの脆弱性（影
響の受けやすさ）、曝

ばく

露
ろ

（リスクにさらされること）、ハザード
（災害、危険な事象など）の３つが相互に作用し合うことで、
このリスクがもたらされるとしています。そしてこれらには、気
候システムや、緩和や適応を含む人間の活動（社会経済プ
ロセス）の変化が大きく関わっていると指摘しています。
　近年顕著になりつつある温暖化のリスクは、国や地域に
よってさまざまで、あらゆる場所で有効な適応の方法というも
のはありません。その地域に適した法制度の制定や社会シス
テムの整備などの適応策を講じていく必要があります。
　温暖化のリスクというマイナス面ばかりを見るのではなく、
温暖化のプラス面を積極的に生かすという考え方も必要で
す。例えば、夏季の高温を利用して亜熱帯地方の果物を栽
培し、新しい市場を切り開くこともできるでしょう。「温暖化の
時代をよりよく生きること」が、私たちに求められています。

  適応への一歩

　「適応」に向けた戦略／計画策定への取組は、世界各
地で始まっています。例えばイギリスでは2008 年に気候変
動法が施行されました。気候変動適応－行動枠組の下、国
家適応プログラム（NAP）を2013 年に策定し、5 年おき

  世界の適応戦略と適応計画
にレビューを行う仕組みを整備しています。
　一方、オーストラリアは、熱波の増加によって森林火災が
さらに頻発するとみられることから、早期警報システムや燃え
にくい建築設計、燃料管理などに重点を置いた適応計画を
立案しています。

STOP THE 温暖化2015



ツバルでは、高潮被害を防ぐ自然の防潮堤となるマングローブの植林
が行われている。

写真提供：藍谷鋼一郎

c 遠藤秀一 / NPO Tuvalu Overview 写真提供：風間深志

写真提供：het Keringhuis
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（出典25より）

イギリス

ツバル オーストラリア

オランダ

ライン川河口の都市、ロッテルダムにあるマエスラント可動堰。北海の高潮か
ら都市を守っている。

オーストラリアでは、南東部から南
西部にかけて広がる小麦の作付
け地域を北へ移動させる政策を打
ち出した。

テムズ川流域にある水門「テムズ・バリア」は、海面が仮に毎年 8㎜ずつ上昇
したとしても、2030 年までは高潮に耐えられる設計になっている。

第4章 二酸化炭素排出の現状と
リスクへの適応

第4章●二酸化炭素排出の現状とリスクへの適応

世界の適応への取組
　世界各国では、気候変動の将来予測を踏まえ、特に影響の大きい分野や優先的に適応を進めるべき分野を特定し、被害額
や適応に要するコストの検討なども行っています。海面上昇による高潮被害を防ぐ防潮堤の建設、高温による農作物被害への
対策など、適応策は国や地域によってさまざまです。ここでは、世界の先進的な取組について紹介します。

　ライン川では、豪雨による洪水リスクの増大が懸念されており、
2050 年には現在よりも10％以上流量が増加すると予測されて
います。そこで洪水リスク管理計画「Room for the River」を策
定し、約 7000 ヘクタールの遊水地を確保するなど治水安全度
の向上を進めています。ライン川河口の都市、ロッテルダムには
北海の高潮から都市を守るマエスラント可動堰が建設されました。

　2006 年にオーストラリアを襲った過去 100 年間で最悪とい
われる大干ばつによって、同国の小麦生産量は前年比 4 割程
度にまで落ち込みました。続く2007 年も 2 年連続の干ばつと
なり、オーストラリアの農業は大きな被害を受けました。そこでオー
ストラリア政府は、小麦農家に補助金を出すなどして、小麦の
作付け地域を比較的雨の多い北部へ移転させる政策を打ち出
しました。

　2012 年から適応プログラムを始動し、洪水リスク管理、水資
源、淡水生態系などを優先分野として適応策に取り組んでいま
す。テムズ川河口の施設改良では、海面水位よりも低い土地を
守るため、延長 18㎞にも及ぶテムズ防潮堤を設置。年 10 回
程度の高潮に際しても、ゲートを閉じて浸水被害を防いでいます。

　マングローブは海と川が交差する河口部の汽水環境に生育
する植物で、高潮や津波の被害から沿岸の地域を守る防潮堤
の役割を果たしています。またマングローブ林には、淡水性と海
水性の両方の生物、水域と陸域の両方の生物が生息し、豊か
な生物多様性が育まれます。そこで温暖化による海面上昇など
によって国土の侵食被害が増加しているツバルでは、フナフチ
環礁フナファラ島などにおいてマングローブの苗木を植える活動
が進められています。

（出典26より）

（出典27より）

（出典28より）
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（出典29、30より）

暑熱ストレスに強い鶏をつくる
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日本の適応への取組
　日本においても適応計画の策定が進められています。気候変動の影響は地域によってさまざまであるため、適応策の策定と実
施においては、地方自治体の役割が非常に重要です。すでに適応策について先行した取組を行っているのは、山形県、長野
県、埼玉県、東京都、三重県、和歌山県などです。長野県は、「長野県環境エネルギー戦略〜第三次長野県地球温暖化防
止県民計画〜」（2013 年）の中に適応策の項目を設け、「気候変動モニタリング（観測）体制」や「信州・気候変動適応
プラットフォーム」の整備を進めています。ここでは、和歌山県と山形県の適応への取組を紹介します。

　食料の生産現場では、作物別の被害状況の把握とともに、多
様な適応策が進められつつあります。
　こうしたなか、和歌山県畜産試験場養鶏研究所は、夏季の暑
熱ストレスに強い採卵鶏の開発に取り組んでいます。もともと鳥類
は汗腺を持たず、全身を羽毛に覆われているため、夏の暑さに非
常に弱い動物です。温暖化によって夏の暑さが年々厳しくなるに
つれ、採卵鶏では産卵率の低下や卵質の悪化、へい死数の増
加などが見られるようになりました。養鶏農家にとって深刻な問題
であり、早急に対策を講じる必
要があります。
　そこで同研究所では、暑熱ス
トレスに強い鶏をつくるため、県
内特産品である山椒種子など
抗酸化作用の強い素材を活用
し、鶏に給餌する試験を行って
います。その結果、暑熱ストレ
ス下でも鶏の産卵率や日産卵
量、卵質の低下を軽減でき、
生産性向上効果が期待できる
ことが分かってきました。今後こ
の飼養技術を開発し、養鶏農
家への技術普及と鶏卵の地域
ブランド化、循環型社会の構築
を目指します。

　全国有数の農業産出額を誇る山形県では、2010 年に「地
球温暖化に対応した農林水産研究開発ビジョン」を策定し

（2015 年 3 月改訂）、温暖化を先取りした戦略的な研究開発を
進めています。
　そのひとつが、暖地型作物の導入プロジェクトです。山形県で
はサクランボやリンゴなど冷涼な気候を生かした農作物が多く栽培
されていますが、数十年後には暖地で産地化されているカンキツ
類などが栽培できると予測されています。そこで山形県庄内産地
研究室では、スダチやカボス、ユズ、ウンシュウミカンなど8 種類
のカンキツ類を露地栽培する実証研究を行いました。その結果、
スダチやウンシュウミカンなど５種類は全体を不織布などで覆うこと
で比較的良好に越冬
でき、順調に生育でき
ることが分かりました。
特にスダチの実の品
質は商用としても問題
ないとの評価を得てい
ます。 樹体も大きく
育ってきていることか
ら、今後は安定的に
栽培可能な栽培法の
検討などを進めていき
ます。

c o l u m n

　九州地方では毎年夏から秋にかけて激しい豪雨に見舞われ
ており、洪水災害への適応が急務になっています。こうした
なか、九州大学の研究グループは、流水型（穴あき）ダムの
設置による「カスケード方式」の新しい治水技術を開発しま
した。これは、複数の小規模流水型ダム（河道内遊水池）を
直列に組み合わせるというものです。シミュレーションの結
果、山間部の上流側のダムで非常用洪水吐きからの越流を許
容することによって（カスケード方式）、より重要となる下
流側の洪水制御能力が強化されることを明らかにしました

（右の図）。この流水型ダムは、降雨強度・量の増大により様
相が変化した水・土砂災害にほぼ対応できるとのことです。
今後、筑後川を対象とした具体的な検討を開始し、効果が期
待されています。

河川災害に適応する新しい防災技術

カスケード方式による洪水制御能力
従来型に比べてカスケード式は、下流側ダムの最大流量を22％削減できることが分かる。

東北で暖地作物のカンキツ類を育てる

冬は気温が−7℃
前後に下がるため、
樹木全体を不織
布等で覆うことで
越冬させる。

県内特産品を生かした抗酸化作用
の強い素材を飼料添加し、鶏に給与
した。①梅干しを作る際に出る梅酢を
脱塩濃縮した「梅 BX70」、②ビタミ
ン Eを多く含む米糠抽出油脂「ライ
ストリエノール」、③特産品の山椒を
製造する際の副産物である「ぶどう
山椒種子」の３つの素材について検
討している。

（出典5より）

（出典29、31より）



日本の
削減目標
達成に活用

温室効果ガスの
排出削減・吸収量クレジット

優れた低炭素技術等の
普及や緩和活動を実施

両国代表者からなる
合同委員会で
運営・管理

ホスト国日本

JCM
プロジェクト

計測
報告
検証

日本の取組　　 低炭素社会の実現に向けて

地球温暖化対策を進めるうえでは、国際社会が協力して取り組んでいかなくてはなりま
せん。日本は、「攻めの地球温暖化外交戦略」の下、国際的なパートナーシップを強化
し、革新的な環境技術を世界に展開していくことによって、地球規模の温暖化対策に大
きな貢献を果たしていきます。国内では、産業・エネルギー構造や国民のライフスタ
イルの変革を促し、低炭素社会の実現を目指します。

第5章

（出典37より）

22 第5章●日本の取組ーー低炭素社会の実現に向けて

　JCM は、途上国への優れた低炭素技術等の普及を通じ、
地球規模での温暖化対策に貢献するとともに、日本の削減
目標の達成に活用するクレジットの獲得を目指すものです。
2015 年 2 月末時点での JCM の署名国はモンゴル、バン
グラデシュ、エチオピア、ケニア、モルディブ、ベトナム、ラ
オス、インドネシア、コスタリカ、パラオ、カンボジア、メキシ
コの 12カ国です。
　環境省によるJCMを活用した設備補助事業は、インド
ネシア、ベトナムをはじめ８カ国で 22件が計画・実施中

（2015 年 2 月末時点）であり、2014 年 10 月には、JCM
プロジェクトの登録第 1号となる工場空調及びプロセス冷
却用のエネルギー削減プロジェクト（荏原冷熱システム）が
インドネシアとの合同委員会において承認されました。

  二国間クレジット制度（Joint Crediting Mechanism ： JCM）

中長期的な温暖化対策
　地球温暖化対策は、科学的知見に基づき、国際社会が
協調しながら進めていく必要があります。日本は、温室効果ガ
スの排出量を2050 年までに世界全体で少なくとも半減、先
進国全体で80％削減するとの目標を掲げています。
　その実現に向け、2013年11月に発表した「ACE（Actions 
for Cool Earth）: 攻めの地球温暖化外交戦略」の下、さま

ざまな取組を行っています。革新的な技術開発を主導し、優
れた低炭素技術やシステムなどを世界に普及させることによっ
て、地球規模での温室効果ガス削減に貢献していきます。
　同時に国内においても、日本の産業・エネルギー構造や、
国民のライフスタイルの変革を促すことによって、低炭素社会
の実現を目指しています。

国際社会の動き

　2010 年に開催された国連気候変動枠組条約締約国会
議（COP16）でのカンクン合意に基づき、2020 年に向け、
先進国の国別の排出削減目標及び途上国の国別の削減
行動が条約の下に位置付けられています。
　さらに、全ての国が参加する、2020 年以降の新たな枠
組交渉が、2015 年末パリで開催されるCOP21 での合意
を目指して進められています。各国はCOP21に十分先立ち、
準備ができる国は 2015 年第 1 四半期までに、2020 年以
降の削減目標の案を示すこととされています。
　2015年3月現在、EUは2030年までに少なくとも1990
年比 40％削減とする目標を国連に提出し、米国も2025 年

  近年の国際交渉の流れと途上国支援
までに2005 年比 26〜28％削減することをすでに表明して
います。日本としてもできるだけ早期に新しい削減目標を提出
します。
　世界全体の温室効果ガス排出量に占める途上国の排出
量比率は年々増加しており、地球全体の温室効果ガス削減
には、途上国における対策を推進することが不可欠です。
　このため日本では、優れた環境技術、経験、ノウハウを提
供するとともに、積極的な資金支援を進めています。COP16
で設立が決定された、途上国の温暖化対策を支援する「緑
の気候基金」へは、最大 15 億ドル拠出することを発表しま
した。 （出典32、35、36より）

（出典32、33、34より）



STOP THE 温暖化2015

 地球温暖化対策計画（第８条）

 国・都道府県・市町村の実行計画（第20条の１～４）

 京都メカニズムクレジットの取引制度（登録簿）（第29条～第41条）

 雑則

 排出抑制等指針の策定（第21条）

 温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度（第21条の２～11）

 （全国、都道府県・指定都市等）地球温暖化防止活動推進センター 
 （第24条、第25条）

●温室効果ガスの排出抑制・吸収の目標、事業者・国民等が講ずべき措置に関
　する具体的事項等について定める計画を国が策定

●国・自治体が、率先して削減努力を行う計画を策定
●きめ細かい取組を推進 ・他の地域計画との連携

●京都メカニズムクレジットの取引ルール、取引の保護
●植林ＣＤＭの活用のための手続

●温室効果ガスの排出量がより少ない日常生活用製品等の普及の促進（第42 条の2）

●事業活動に伴う排出抑制（高効率設備の導入、冷暖房抑制、オフィス機器の
　使用合理化 等）（第 20 条の５）
● 日常生活における排出抑制（製品等に関するＣＯ２見える化推進、３Ｒの促進） 
（第 20 条の６）
　 この２つの努力義務に関して、適切かつ有効な実施を図るため必要な指針

を公表

●一定規模以上の事業者について温室効果ガスの排出量を算定し、 国に報告
　することを義務付け、国がデータを集計・公表 
●事業者、フランチャイズチェーン単位での報告
● CDM クレジット等の活用促進に配慮 

●全国センター　一般社団法人地球温暖化防止全国ネットが指定されている 
●地域センター　47 都道府県＋8 市（青森、秋田、熊谷、川崎、浜松、長野、　
　　　　　　　　熊本、川口）が指定されている ＜平成 26 年 10 月 1 日現在＞

（出典38、39、40、41より）

（出典44、45、46、47より）

資金等の支援

クレジット

埋め合わせ
（オフセット）

＋CO2 −CO2

どうしても減ら
せない排出量

排出量の把握
▼

削減努力
▼

他の場所での
削減・吸収量
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地球温暖化対策の推進に関する法律
　1998 年 10 月、京都議定書を受けて「地球温暖化対
策の推進に関する法律」が制定されました。その後、改正
を重ね、2013 年 3 月の改正では、三ふっ化窒素を温室効

果ガスの種類として追加することや、地球温暖化対策計画を
策定することが規定されました。改正後の法律の要点は以下
のとおりです。

（出典34、42、43より）

永久磁石同期モーター

において低炭素化技術によってCO2 排出削減やコスト低減
につなげるニーズがどれくらいあるのかを調査し、リストの更新・
拡充と情報発信を行っていく予定です。
　また、オフィスビル等の
CO2 排出量を効率的に削
減する先進的な対策技術
への投資に対して、補助及
び運用改善を促す事業「先
進対策の効率的実施によ
るCO2 排出量大幅削減事
業」を実施します。

　環境省は事業者に向けて温室効果ガスの排出抑制等指
針を策定し、対策を促しています。2014 年 3月には「L2-
Tech・JAPANイニシアティブ」を発表、先導的な低炭素化
技術をリスト化して、その開発・普及を推進しています。産業・
業務（業種共通）、産業（業種固有の製造設備等）、運輸、
家庭、エネルギー転換、廃棄物処理・リサイクルの６領域に
分けて、設備や機器の説明、指標の説明、L2-Tech 水準

（実現されている最高効率の数値）などの情報を網羅的に整
理し、リスト化しています。永久磁石同期モーターや高効率
ターボ冷凍機、断熱材、燃料電池など、幅広い技術を対象
にしています。技術の開発・普及に向けては、工場や事業所

　カーボン・オフセットとは企業などの組織や個人が自らの温
室効果ガス排出量を知り、削減する努力を行った上で、どうし
ても削減できない部分を他の場所で実現した排出削減・吸収
量（クレジット）などで埋め合わせる（オフセットする）というも

ので、環境省は2008 年より制度の運用を開始しました。
　バイオマスなど再生可能エネルギーの導入や、間伐による
森林整備などの対策によって毎年たくさんのクレジットが創出
されています。企業がこうしたクレジットを購入して自社の商品
などに付加し、それを消費者が購入すれば、クレジットの創出
者に資金が還流され、さらに再生可能エネルギーの導入や森
林整備などが進むことになるのです。
　2013年には従来の制度を発展させたJ-クレジット制度が始
まり、クレジットを創出する側、活用する側の両方にとって取り
組みやすい制度になりました。温室効果ガスの削減とともに、
農林業を軸とした地域の活性化への貢献も期待されています。

低炭素技術の導入促進　　先導的な低炭素技術をリスト化

カーボン・オフセット制度　　自治体・企業・消費者がつながる取組
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■家庭エコ診断の診断画面

24 第5章●日本の取組ーー低炭素社会の実現に向けて

だけでなく、カーテンやブラインドの使用、勤務時間の見直し、
省エネエアコンへの買い替え、涼しい場所をみんなでシェアする

「クールシェア」などの取組が行われています。
ウォームビズ　暖房時の室温を20℃にした場合でも快適に

過ごすためのライフスタイルを提案。衣類や
食事、入浴、運動などによる工夫に加えて、家庭や近隣、街
で暖かさを共有する「ウォームシェア」を推進しています。
移動をエコに。～ smart move ～　通勤、通学、買い物、

旅行など日々 の移動をエコにする新しいライフスタ
イルの提案です。CO2 排出量を減らすだけでなく、

より健康で快適、便利な生活を目指し、公共交通機関の利
用、自転車、徒歩での移動、自動車の利用の工夫、カーシェ
アリングやコミュニティサイクルの利用などを推奨しています。
ECO DRIVER.　これからの、マナー。　優れたドライブマ

ナーを備えた「エコドライバー」になることを提案。
急ブレーキや急発進をやめ、丁寧な運転をこころ

がけることで、CO2 排出量削減に貢献できるだけでなく、燃費
が向上することでお財布にやさしく、事故を防止できます。

気候変動キャンペーン「Fun to Share」
　地球温暖化を防ぐための知恵は日々 新たに生み出されてい
ます。大切なのはそうした知恵をみんなでシェアし、一人ひとり
が自分にできることを始めることです。
　環境省は2014 年３月より気候変動キャンペーン「Fun to 
Share」をスタートさせました。「Fun to Share」は知恵や技
術を楽しくシェアしながら低炭素社会をつくろうという合言葉で
す。目標に向けて我慢したり無理したりするのではなく、毎日を
楽しみながらさまざまなアクションを起こすことで低炭素社会を
実現していきます。
　企業、団体、地域などによる低炭素社会実現のための知
恵や技術、取組を、公式 Web サイトや Facebookなどの
SNS、TV、新聞、イベントなどを通して紹介しています。「こ
れは良い取組だ」「ぜひ自分も実践したい」と思ったらシェア
することで、世界中へ広げることができるのです。
　また、低炭素社会を実現するために、以下のようなさまざま
なアクションを展開しています。
クールビズ　冷房時の室温を28℃にした場合でも快適に

過ごすことのできるライフスタイルを提案。服装

家庭エコ診断制度
　家庭からの CO2 排出量は日本の排出量全体の約 17％を
占めており、大幅な削減が求められています。環境省は2014
年度より、各家庭のCO2、光熱費の「見える化」を行い、対
策を提案する「家庭エコ診断制度」を開始。家庭の効果的
なCO2 排出削減行動を積極的に支援しています。
　診断は環境省が認定した資格試験に合格し、診
断実施機関に登録した「うちエコ診断士」が「うち
エコ診断ソフト」を用いて行います。また、企業など
による独自の家庭向けエコ診断も行われています。
　診断では（１）エネルギー消費状況を把握し、他
の世帯に比べて使いすぎていないかチェック、（２）
CO2 排出内訳の分析（CO2 の見える化）により、
例えば給湯や暖房など、エネルギーを使い過ぎてい
る分野が分かるほか、（３）受診世帯の要望に応じ
て、自家用車、給湯・節水、冷暖房、冷蔵庫、照
明などについての対策を行うことで、どれくらい CO2

と光熱費が下がるかをアドバイスします。

　2011〜2013年度の基盤整備事業では約3万件の診断
が実施され、2012 年度の調査では70％以上の受診者から
高い評価が得られています。

プロサッカーチームの清
水エスパルスが開催した

「Fun to Shareマッチ」。
サポーターやスポンサー
各社が一体になって環
境への取組を推進

企業等の低炭素社会づく
りに向けた独自の技術や
取組を一堂に集め、情報
発信拠点として「Fun to 
Share ラウンジ」を開設

（出典48、49より）

（出典42、50、51より）

c  S-PULSE
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■CCSのイメージ
CCSのイメージ
※①〜③は船舶を活用した場合

分離・回収段階

貯留段階
輸送段階

①CO2を
分離・回収

CO2排出源

地上設備より
陸地に圧入 地上設備より

海域に圧入 海上設備より
海域に圧入

③船上より
海域に圧入

②海上輸送

陸域  帯水層 海域  帯水層不透水層

パイプライン

パイプライン

CO2

CO2

写真提供：五島市役所

特に高濃度の人為起源 CO2 が観測された領域（2009 年 6 月〜 2012 年 12 月の平均）を赤い枠で示している。
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■「いぶき」により高濃度の人為起源CO2が観測された領域
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日本の科学面での貢献

　温室効果ガス観測技術衛星 GOSAT（Greenhouse 
gases Observing SATellite、愛称「いぶき」）は、主要
な温室効果ガスであるCO2とメタンの濃度を宇宙から観測す
ることを目的に 2009 年 1 月23日に打ち上げられ、現在も

  温室効果ガスを宇宙から観測
観測を続けています。
　従来、温室効果ガスの地上観測点は約 200 点でしたが、
GOSAT によって約 1 万 3000 点に増加し、より詳細で正
確な観測が可能になりました。CO2とメタンの地域分布と季

節変動、年々変動などを知るこ
とができ、地球温暖化や気候
変動に関する科学的な理解を
深め、将来の気候変動予測、
温室効果ガス削減対策の立
案などに貢献しています。
　2017 年度には後継機であ
るGOSAT-2 の打ち上げが予
定されています。大都市単位、
大規模排出源単位での温室
効果ガス排出量の推定、エー
ロゾルなどによる大気汚染状
況の監視などを行います。

GOSAT の外観図（©JAXA）

　CCS（Carbon dioxide Capture and 
Storage）は、発電所などから排出された CO2

を吸収液によって分離回収し、地中に送り込ん
で閉じ込める技術です。日本では火力発電によ
る発電量の増加に伴ってCO2の排出量が増加
を続けています。このため 2020 年ごろの商用
化を目指し、「CCS によるカーボンマイナス社会
推進事業」を実施しています。環境に配慮した
CCSを適切かつ円滑に導入することによって、
CO2 排出量を大幅に削減することが期待されて
います。

  CO2 を回収・貯留する

　浮体式洋上風力発電は、比較的水深の深い海域に風力発電設備を浮
かべる高度な技術です。日本は西欧に比べて遠浅な海が少なく、すぐ深く
なるために着床式ではなく浮体式が有利と考えられていますが、浮体式の実
証事例は世界でもほとんどないのが実情です。
　こうしたなか、2010 年に環境省は日本初となる浮体式洋上風力発電の
実証事業を開始しました。2013 年 10 月には、長崎県五島市椛島沖に 2
メガワット風車を搭載した実証機の設置を完了し、運転を行っています。
　こうした実績を積み重ね、日本の浮体式洋上風力発電の早期の実用化を
目指しています。

  世界最先端の浮体式洋上風力発電

長崎県五島市椛島沖
の浮体式洋上風力発
電の 2メガワット風車

（出典57、58、59より）

（出典55、56より）

（出典34、52、53、54より）



■1860 年から2010 年にかけての世界平均気温平年差
　の観測値とシミュレーション結果

■提案されている主なジオエンジニアリング手法

海洋肥沃化

アルカリ度の
海洋への追加

風化速度の
促進 植林

大気からの
直接回収

炭素回収・
貯留を伴う
バイオエネルギー

A D

B E

C F

宇宙空間への
反射体設置

エーロゾルの
成層圏注入

海上雲の
反射率増加 屋上の白化

作物の
反射率増加

マイクロバブル
による海面の
反射率増加

G J

H K

I L

二
酸
化
炭
素
除
去
法

太
陽
放
射
管
理
法

「二酸化炭素除去」（CDR）法は、（A）海洋肥沃化、（B）土壌鉱物のアルカリ度を海洋に追加、
（C）ケイ酸塩岩の風化速度を促進し、溶存炭酸塩鉱物を海洋に運搬、（D）大気中の CO2を化
学的に回収・貯留、（E）バイオマスを発電所で燃焼して炭素を回収・貯留、（F）植林、など。「太
陽放射管理」（SRM）法は、（G）宇宙空間に反射体を配置、（H）エーロゾルを成層圏に注入、

（I）海上雲に凝結核を散布、（J）海洋表層でマイクロバブルを生成（海面の反射率向上）、（K）
反射率が高い作物をより多く栽培、（L）屋根などの建造物を白くする、など。

（IPCC AR5 WGⅠ FAQ 7.3）
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上の図は、自然起源の強制力だけを駆動要因とした 2 つの気候モデルの個々のシミュレーション結
果（薄青と黄の細線）と、両モデルのアンサンブル平均（青と赤の太線）を示している。これらと
黒線の観測値の変化のパターンは、1970 年代以降は明らかに一致性が低い。これに対し下の図
は、同じモデルだが、駆動要因として自然起源の強制力と人為起源の温室効果ガス及びエーロゾ
ルの変化を両方含んでおり、観測値とよく一致する。 （IPCC AR5 WGⅠ FAQ 10.1）

自然起源の放射強制力

自然及び人為起源の放射強制力

CMIP3
CMIP5
観測

CMIP3
CMIP5
観測
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Q&A本当に深刻？  ここが気になる温暖化

Q

Q

A

A

温暖化の主要因が人為的な温室効果ガスであるというのは本当か？

ジオエンジニアリングは気候変動に対抗できるのか？

　地球の平均気温を変動させる原因には、さまざ
まなものがあります。太陽活動の活発化や火
山噴火などは、「自然起源」の強制力（外部

から気候システムを変化させる力）といわれ、人間の活
動が活発化する前は気候変動の主要因でした。しかし、
IPCC 第 5 次評価報告書は、1951 年から2010 年
に観測された世界平均気温の上昇の半分以上は、人
間活動が引き起こした可能性が極めて高いとしていま
す。つまり、最近の気候変動は、気候システム自体の
内部の過程による変化（内部変動）や自然起源の強制
力だけでは説明できず、温室効果ガスの排出や大気汚
染などの人間活動に伴う「人為起源」の強制力が大き
く影響していると考えられます。
　気候変動の原因を決定するためには、内部変動に加
えて、さまざまな外部からの強制力を取り入れた変化をコ
ンピューターモデルでシミュレーションし、再現する必要が
あります。このとき、重要な鍵を握るのが、気候変動の
歴史に刻まれた変化のパターン（比喩的に “ 指紋 ”と呼
ばれる）です。20 世紀後半に観測された地球の気温
上昇を、自然起源の強制力だけを駆動要因に取り入れ
てシミュレーションを行っても十分に再現することができま
せん。これに対し、自然起源に加え、温室効果ガス排
出をはじめとする人為起源の強制力も含んだシミュレー
ションを行うと、実際に観測された気温上昇とよく似たパ
ターンを再現することができます（右図）。

　ジオエンジニアリング（気候工学とも呼ばれる）
とは、気候変動の影響を緩和するために、気
候システムを意図的に改変する手法や技術の

ことで、「二酸化炭素除去」（CDR）と、「太陽放射管
理」（SRM）に大きく分かれます。CDR 法は大気中の
二酸化炭素（CO2）濃度を低減するもので、SRM 法
は地球の太陽光（放射）の反射率を高めることで人為起
源の温室効果ガスによる温暖化を相殺するものです。
　CDR 法の中には、右図のように、（A）海洋肥沃化

（海洋に栄養を追加することで生物起源炭素の一部を
下方に運ぶ）や、（E）BECCS（炭素回収・貯留を伴
うバイオエネルギーの利用）、（F）植林などがあります。
こうして大気中から取り除かれた CO2 は、陸上や海洋、
地質の貯蔵庫に貯蔵されることになり、CDR 法が効果
を発揮するためには少なくとも数百年間貯蔵される必要
があります。
　一方、SRM 法としては、（G）太陽放射を反射するた
めに宇宙空間に反射体を配置、（H）エーロゾルを成層
圏に注入、（K）反射率の高い作物を栽培、などが提案
されています。SRM 法が実現すれば、気温上昇の対
策に一定の効果があるとされています。
　ただし現状では、ジオエンジニアリング手法の科学的
理解の水準は低く、その全ての手法についてリスクと副
作用が伴うことも事実です。



■人間活動がモンスーン降水量に与える影響

気候が温暖化すると、温められた空気はより多くの水蒸気を含むため、海洋から陸域への水蒸気の輸送が増える。これに
よって、大雨の可能性が高まる。温暖化による大気循環の変化は、モンスーンの強さと広がりに影響する。一方、土地
利用の変化による地表面の反射率（アルベド）の増加や、大気汚染によるエーロゾルの増加などは、大気と陸によって
吸収される太陽放射量に影響し、海陸の温度差を潜在的に和らげる。 （IPCC AR5 WGⅠ FAQ 14.1）

上の左右の図は海洋深層の経路、
下の図は海洋表層の経路を示して
いる。冷たい南極底層水（濃い青）
は南極大陸の周囲で沈んでから、
海底に沿って北方向に広がり、太
平洋中央部や大西洋西部に達する

（それぞれ左上、右上の図中の赤か
ら白に薄くなっていく矢印、海水温
度が上昇していることを示す）。南
極底層水よりも温度が高く、軽い北
大西洋深層水（薄い青）は、北大
西洋北部で沈んでから南方向に広
がる（北大西洋深層水の赤と青の
矢印は、10 年規模で昇温と降温を
繰り返していることを示す）。一方、
海洋表層の経路は、低温の中層水

（青緑）が亜寒帯域で沈んでから赤
道方向に広がり、高温の亜熱帯水

（緑）が最も温度が高く軽い熱帯水
（オレンジ）の下側を赤道方向に広
がる（左下及び右下の図）。海面
を通じて入ってくる大量の熱も、ゆっ
くりと下方に向かって混ざり合う（波
形の赤い矢印）。

（IPCC AR5 WGⅠ FAQ 3.1）

■海洋が熱を
　吸収する経路
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Q&A

Q

Q

A

A

海洋は本当に温暖化しているのか？

気候変動でモンスーンによる降水量が増えるのはなぜか？

　モンスーンは一般に季節風と呼ばれ、アジアやオースト
ラリア、アメリカ、アフリカなどの熱帯域にある多くの地
域において、年降水量の大部分をもたらしています。今

後、気候が温暖化すると、こうしたモンスーン地帯では大雨が降
る可能性が高まるといわれています。
　モンスーンは海と陸の温度差によって発生し、海洋から陸域へ
水蒸気を運んでくることによって雨を降らせます。温暖化で気温が
上昇すると、温められた空気はより多く
の水蒸気を含むため、海洋から陸域へ
の水蒸気の輸送量が増え、結果として
大雨の可能性が高まるというわけです。
　気候変動がどのようにモンスーンに
影響を与えるかについては、他にもたく
さんの要素が関係しています。人間の
活動による土地利用の変化によって
地表面の反射率（アルベド）が増加し
たり、大気汚染によってエーロゾルが
増加したりすると、大気と陸によって吸
収される太陽放射量が増え、海陸の温
度差を潜在的に和らげる効果をもたら
します。
　21 世紀を通じた気候モデル予測に
よると、世界全体のモンスーン降水量

の下を赤道方向に広がっていきます。海面付近（表層）の海水が
温まると、時間の経過とともに深層の冷たい水も温められ、結果
として表層からの熱よりも迅速に海洋内部の水温を上昇させるこ
とになります。南極大陸周辺では1992〜2005年ごろから、海底
近くの水温上昇がみられています。
　1971 年から2010 年までの 40 年間に顕著となった地球温
暖化による熱も、ほぼすべてが海に吸収されています。温室効果
ガス濃度の水準が今後上昇していけば、海水温度もさらに上昇を
続けるとみられています。

は、温室効果ガスの排出シナリオに応じて 5%から15%程度増
加するといいます。熱帯のモンスーンに伴う降水の総量は増加し
ますが、地域によっては熱帯の大気循環が弱まることによって降
水量が減るところもあるとみています。また、モンスーンが始まる
時期については早まる、あるいはあまり変化しない可能性が高く、
終わる時期は遅くなる可能性が高いため、結果としてモンスーン
の期間は長期化すると予測されています。

　海洋は地球表面の約 7 割を占め、熱や CO2を吸収す
ることで大気中の CO2 濃度の上昇を抑え、地球温暖化
を和らげる働きをします。しかし、海洋が熱や CO2 にさら

され続けることで、さまざまな海域、深さにおいて海水温度は明ら
かに上昇しています。
　水深数百メートルの海洋の世界平均水温を推定できるように
なったのは、1971 年頃のことです。さらに 2005 年以降、国際
的な海洋観測計画である「Argo」の水温／塩分自動観測フロー
トが全世界のほとんどの海域をカバーしたことで、確度の高い世界
平均海洋表層水温を推
定できるようになりました。
現在では、世界平均海洋
表層水温が1971年から
2010年にかけて10年規模
の時間スケールで上昇して
いること、また表層だけでな
く深海でも水温が上昇して
いることが分かっています。
　右の図は、海洋が熱を吸
収する経路を示していま
す。北大西洋北部や南極
大陸周辺などの高緯度の
海には、きわめて冷たい高
密度の海水があり、海面
付近から下に沈んで、低緯
度の温かく密度の低い水
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